
第２６回 建築行政共用データベースシステム連絡協議会 

理事会 議事録（案） 

 

日時  令和８年８月３日（月）１４：００～１５：００ 

場所  ＺＯＯＭによるオンライン開催 

 

資料 

・資料１ 第２５回建築行政共用データベースシステム連絡協議会理事会議事録（案） 

・資料２ 建築行政共用データベースシステム 契約状況等 

・資料３ 国のオンライン申請システムの構築状況 

・資料４ ArchSync（確認申請用ＣＤＥ）の提供 

・資料５ 既存建築確認台帳の電子データ化 

・（参考）建築行政共用データベース連絡協議会 会則 

 

出席者：(敬称略、カッコ内は代理出席者) 

会 長   東京都 ：高橋 竜太郎 

副会長   大阪府 ：小泉 真一郎 

理 事   北海道 ：菅原 誠 

      宮城県 ：小野里 啓（塩屋 亮明） 

      神奈川県 ：浪貝 洋正（佐藤 宣明） 

      愛知県 ：山崎 宏 

      兵庫県 ：前田 俊文（土佐 真二郎） 

      広島県 ：奥野 功貴（坪倉 望） 

      山口県 ：寺田 康洋 

      福岡県 ：江頭 美紀 

      横浜市 ：髙松 誠 

      静岡県 ：杉山 龍児 

      大阪市 ：藤村 雅典 

      熊本市 ：原野 真司 欠席 

      日本ＥＲＩ（株） ：橘 裕子 

      ビューローベリタスジャパン（株） ：伊藤 さおり 

      （株）確認サービス ：河田 康司 欠席 

      （一財）静岡県建築住宅まちづくりセンター ：兼田 賢二 

      （一社）日本建築士事務所協会連合会 ：脇山 芳和 欠席 

      （公社）日本建築士会連合会 ：小野田 吉純 

事務局 ：瀬良 智機、安藤 恒次、久保 博史、秋田和史、海野 敦、

小池 政司、奥富 英樹、目黒 宏幸、平野 大輔 

 

１．役員紹介（事務局） 

役員一覧及びＺＯＯＭ画面の確認をもって、紹介に代えた。あわせて事務局より、宮

城県、神奈川県、兵庫県及び広島県は代理者の出席であること、熊本市は都合により

欠席である旨の報告があった。 

 

２．会長挨拶 

高橋会長より挨拶があった。本年度よりＪＣＢＡ会長とあわせて本協議会会長を務め

ることとなった旨の紹介があるとともに、本協議会がこれまで共用データベースに関

する要望の取りまとめや活用方策・普及策の検討を行ってきたこと、本日は建築確認

電子申請の新システム開発について事務局から報告がある予定であることが述べら



れ、理事各位に対し積極的な意見を求める発言があった。 

 

３．ＩＣＢＡ理事長挨拶 

一般財団法人建築行政情報センター 瀬良理事長より挨拶があった。会員各位の日頃

の協力に対する謝辞とともに、共用データベースシステムが運用開始から１７年目を

迎え、安定的な運用と利便性向上に取り組んでいること、本日は共用データベースシ

ステムの最新の利用状況、電子申請受付システムの機能拡充及び ArchSync（確認申請

用ＣＤＥ）の提供状況について報告する旨の説明があった。 

 

４．議 事 

（１）前回議事録の確認 

事務局より、前回（令和７年９月１日開催）理事会議事録について、発言の細目は省

略し、最終盤の質疑・意見部分のみ改めて紹介があった。当時は確認申請用ＣＤＥが

開発中で利用料を検討している段階であり、基本料金を件数に応じて加算できるよう

にとの要望が示されたこと、当該要望を踏まえて検討を行った経過があることが説明

された。そのほか、議事録について気づいた点があれば事務局まで連絡するよう案内

があった。 

 

報告事項 

 

１ 利用状況等 

事務局より、資料２「建築行政共用データベースシステム 契約状況等」に基づき、

次のとおり説明があった。 

・団体区分別（特定行政庁、指定確認検査機関等、消防本部、保健所等、国・指定登

録機関等）の契約状況について説明があり、特定行政庁における通知配信システムの

利用率は 90.0％である一方、オプションである電子受付・台帳の利用率はそれぞれ

68.9％、64.1％であること。 

・指定確認検査機関等では通知配信の利用率が 79.3％、電子受付が 20.0％にとどま

っており、独自の電子申請システムを利用している機関が多いことが背景にあると考

えられること。 

・消防本部は 720 機関中 288機関（40.0％）が電子受付を利用しており、保健所等は

本年度から利用を開始し 43団体が利用していること。 

・建築士法関連では、国・指定登録機関等（都道府県、指定登録機関、指定事務所登

録機関）については、実質的に対象団体の 100％が共用データベースを利用している

こと。 

・電子申請受付システムの利用件数（累計、令和８年６月９日現在）は確認申請等合

計 639件であり、年間の確認件数（約 50万件）に対する割合は概ね 0.1％程度である

こと。 

・台帳登録閲覧システムの登録件数（令和８年３月 31日現在）は確認申請ベースで

約 2,630 万件、中間検査・完了検査等を含めると約 4,476 万件であること。 

・通知報告配信システムを利用した指定確認検査機関からの送信件数（令和７年度実

績）は 448,663件であること。 

以上について事務局より説明があり、特段の質問等はなかった。 

 

２ 電子申請受付システムの構築状況 

事務局より、資料３「国のオンライン申請システムの構築状況」に基づき、次のとお

り説明があった。 

・全体構成として、消防機関、申請者、保健所等の利用者がそれぞれ電子申請受付シ



ステム・通知配信システムと接続していること、今後は電子申請受付システムを中心

に機能拡充を進めていくこと。 

・利用対象団体と利用開始時期について、特定行政庁・指定確認検査機関及び指定構

造適判機関・登録省エネ判定機関は有償利用、消防は無償利用が継続すること。市町

村経由事務は装備の要否を含め検討中であること、定期報告は 2027年度から装備予

定であり、追加の利用料は徴収しない方向で整理が進んでいること。 

・2027 年度に定期報告、許可・認定申請、工事届の各機能を追加搭載予定であるこ

と。 

・2028 年 4月に建築計画概要書のＷＥＢ閲覧機能を実装予定であり、特定行政庁にお

いてはそれまでの間に実装に向けた準備を進める時期であること。 

・団体別の利用パターンは５区分あり、年間の確認件数に応じて利用料を決定する

が、構造適判及び省エネ適判の単独利用については確認件数ではなくそれぞれの適判

の件数に応じて決定する点が異なること。 

以上について事務局より説明があり、特段の質問等はなかった。 

 

３ ArchSync（確認申請用ＣＤＥ）の提供状況 

事務局より、資料４「ArchSync（確認申請用ＣＤＥ）の提供」に基づき、次のとおり

説明があった。 

・2026 年 4月からＢＩＭ図面審査（審査対象は従来どおりＰＤＦ形式の図面とし、Ｉ

ＦＣデータは補足の参考情報として提出）が開始されており、2029年春からはＩＦＣ

データそのものを審査対象とするＢＩＭデータ審査の開始が予定されていること。 

・ArchSyncはＢＩＭデータ（ＩＦＣデータ）の受付・審査環境として開発されたもの

であり、3Dビュー・ＰＤＦビューの両方を備え、審査機関のほか申請者、構造適判機

関、消防機関等が同一の内容を確認できること。整合性確認の合理化、円滑なコミュ

ニケーション、図面の整合性を守るロック機能等のメリットがあること。 

・電子申請受付システムと ArchSyncは連携しており、申請の入口は電子申請受付シ

ステムに統一しつつ、三次元データは ArchSyncで受け付ける仕組みとしているこ

と。独自の電子申請システムを利用する指定確認検査機関等とも ArchSyncは連携し

ていること。 

・利用料については、前回理事会での要望（確認件数に応じた加算）を踏まえて検討

した結果、確認件数ではなくストレージ容量に応じた料金体系とすることとし、最低

利用料 250,000円、5ＧＢ追加ごとに 140,000円の体系としたこと。 

・現時点で ArchSyncを利用して電子申請を受け付けている件数は全体で約 35件であ

り、うち確認済証を交付した件数は 8件程度であること。 

以上について事務局より説明があり、特段の質問等はなかった。 

 

４ その他 

事務局より、資料５「既存建築確認台帳の電子データ化」に基づき、共用データベー

スの開発予定とは別のＩＣＢＡの事業紹介として、次のとおり説明があった。 

・2028 年 4月からの建築計画概要書のＷＥＢ閲覧開始に向け、過去の建築計画概要

書・建築確認台帳の電子データ化が必要になると見込まれること。 

・特定行政庁が保有する紙の台帳等のデータを共用データベースに一括して投入する

サービスを行っていること、業務の実施に当たっては特定行政庁とＩＣＢＡが直接契

約する場合と、特定行政庁と契約した民間事業者を通じて実施する場合の２パターン

があること。 

・電子データ化に活用できる補助制度として、アスベスト補助金（住宅・建築物安全

ストック形成事業、補助率 10/10、1棟当たり原則 25万円を限度）及び地域未来交付

金（旧デジタル田園都市国家構想交付金、補助率 2分の 1）があることを紹介した。 



以上について事務局より説明があった。 

 

５ 質疑・意見 

各報告事項について高橋会長より質問の有無を確認したが、特段の質問・意見はなか

った。 

 

以上をもって、事務局より閉会が告げられた。 

 

以上 


